
















Reflection on Wakayama City Health Care center's Emergency Responses Methods











　In 2002, the Ministry of Health, Labor and Welfare aimed for a conversion regarding psychiatry care system 
to a community medicine judge by the number of hospitalizations. Due to article 24 of Law on the Health and 
Welfare of the Mentally Handicapped claiming the risks of self-mutilation among the concerned patients or 
injuries on other persons observed in the late years and all over the country, and according to the psychiatrist 
health and welfare counseling with police services and health care center, the number of emergency responses 
have been increasing. However, it has been noticed that the recorded rate of Wakayama city health care 
center has been significantly decreasing. This fact might be explained by the factors given afterwards. First, 
by increasing the number of the counseling board members and thus improving the method adopted in case of 
emergency response, then by considering a patient’s discharge according to his time of hospitalization, and at 
last, by improving the circulation of the functions between the regional institutions.













































































15 11776 73 19 7 6
16 13690 83 11 18 6
17 13687 50 12 25 7
18 15451 59 28 22 8
19 15367 61 30 29 8
20 16113 46 53 37 10
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和歌山市相談員数と警察官通報件数
図３　A市の通 数の年次推移
図４　B市の通報件数の年次推移
図５　和歌山市保健所における相談員数と通保健数の推移
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間に入り地域のシステムを良好に保つことができてい
るため精神障害者が地域での生活が安定しているもの
と考える。
Ⅴ．まとめ
　通報件数の増加の要因として地域の当事者数が急増
していること、また家族の高齢化により病院への搬送
が困難であり警察に頼らざるを得ない現状がうかがわ
れる。当事者が地域で安定した生活をおくるためには
タイムリーな危機介入と地域システムの安定化が重要
と思われ、そのためには保健所における相談員が地域
システムを良好に循環させる役割を担っているものと
思われる。
　今後、このような調査を継続していくことが精神障
害者の安定した地域生活の実現につながると考える。
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が増員されたことにより、危機介入が必要なときには
夜間・休日は２人１組のチームで待機し、平日昼間に
ついても手の空いているスタッフや当該当事者と関わ
りのあるスタッフが通報対応にあたるなど、他の保健
所に比べ比較的に余裕をもって危機介入できているこ
とが伺える。
３．和歌山市保健所における地域生活支援について
　危機介入において重要と思われるのは措置入院や医
療保護入院となった当事者へのアフターフォローであ
る。和歌山市保健所では和歌山市内に住所があるケー
スで通報により危機介入した場合には入院先の病院へ
の定期的な訪問をおこない入院中から地域移行を意識
した関わりをしている。さらに障害支援区分の認定調
査についても相談員がおこなっており入院前、入院中
さらには退院先の状況を理解したうえでの一貫した関
わりができるようになっている。これにより環境の変
化に弱いといわれる精神障害者が退院してすぐに障害
福祉サービスを受けることができ、これらの状況を把
握したうえで相談支援事業所等と連携をすることがで
きている。相談員による関わりの１例をあげると通報
により関わり医療保護となった当事者に対しては入院
中から定期適な面接を開始し、病院から退院の方向を
示されると住居がなかったため本人の希望地近くの居
住系施設を調整し入所に立ち会う、その当事者が施設
の紹介で近くの工場で一般就労が決まった際には会社
に訪問し定着支援までした例もあった。こうした関わ
りができる要因の１つとして、市の保健所であるため
人事異動による相談員の交代が少なく、長期的な関わ
りが可能になっているものと思われた。一方で少人数
の保健所では１人の当事者に継続して関わりを持つこ
とは難しく通報により入院した後は関わることはほと
んどないというのが実情である。また通報例の当事者
を受け入れる病院側も長期入院患者を抱えている現状
から、処遇困難者について受け入れることには消極的
にならざるをえない。しかし和歌山市保健所の取り組
みのように継続して関わることによって病院側の受け
入れ姿勢も良好になると思われる。また医療機関と警
察の関係は必ずしも良好でないといわれる（瀬戸ら、
1999）が、これは先に述べた通報による当事者は処遇
困難であることが多いためで、保健所が両者の間に入
ることで警察からも保健所へ安心して通報できる状況
が出来上がっている。このように警察、病院や地域の
